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平成 26年 10月 27日 

第198回都市計画審議会 

 
防災街区整備方針の都市計画変更について 

 
 
１ 防災街区整備方針について 

防災街区整備方針は、「都市計画法」（昭和 43年法律第 100号）第７条の２およ

び「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律」（平成９年法律第49

号）第３条の規定に基づき、防災上危険性の高い木造住宅密集地域について、各種

事業等の活用により、防災機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図るために

定めるマスタープランであり、東京都が都市計画として決定している。 

本方針は、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスター

プラン）」に即し、都市再開発の方針等と整合を図り定めるものであり、防災街区

整備事業や市街地再開発事業等の個別の都市計画の上位に位置付けられている。 
また、特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の地区を

「防災再開発促進地区」として指定し、整備に関する計画の概要等を示している。 

 
２ 変更の目的 
方針については、東京都が平成20年６月、都市計画決定し、現在に至っている。

今回、防災街区の整備に資する事業の実施状況等を都市計画に反映していくととも

に、新たな防災再開発促進地区等を指定するため、東京都市計画区域（特別区（千

代田区、中央区および港区を除く。））の都市計画変更を行うものである。 
 

【防災街区整備方針の位置付け】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議案第３６６号   

説   明   資   料  

など 

都市計画区域 
マスタープラン 住宅市街地の開発整備の方針 

防災街区整備方針 

・再開発促進地区 
（２号地区） 

・誘導地区 

・重点地区 

・防災再開発促進地区 

都市再開発の方針 

区市町村都市計画マスタープラン 

個別の都市計画 

など 公園 市街地再開発事業 土地区画整理事業 地区計画 道路 土地利用 
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３ 防災街区整備方針の構成について 

(1) 方針本編 
Ⅰ 本方針の目的・効果等 
策定の目的、策定の効果、法的位置付け 

  Ⅱ 本方針を定めるにあたっての考え方 
対象地域、防災再開発促進地区及び防災公共施設の指定、防災再開発促進地

区と都市再開発の方針の２号地区との整合 
  Ⅲ 本方針において定める内容 

防災再開発促進地区及び防災公共施設、防災再開発促進地区の整備又は開発

の計画の概要、防災公共施設の整備等の概要 
（2）別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 
(3) 別表２ 防災公共施設の整備等の概要 
(4) 附図  防災再開発促進地区及び防災公共施設 

 
４ これまでの経過と今後の予定 
  平成25年12月10日    東京都が区に変更原案資料作成依頼 

平成26年３月24日    練馬区都市計画審議会へ区の変更原案資料報告 

３月25日    区の変更原案資料を東京都へ提出 

           ５月16日～30日 原案の公告・縦覧、公述の申出受付（東京都） 

５月27日    練馬区都市計画審議会へ原案報告 

６月24、27日  公聴会の開催（東京都） 

         （練馬区に関する意見無し） 

８月６日     東京都が区に都市計画変更案について意見照会 

９月２日     練馬区都市計画審議会へ案報告 

           ９月19日    案の公告・縦覧、意見書受付（東京都） 

～10月３日 

10月27日     練馬区都市計画審議会へ付議 

10月末       東京都へ意見回答 

            11月18日       東京都都市計画審議会へ付議（東京都） 

           12月            都市計画決定・告示（東京都） 

 
５ 議案 

議案第366号 東京都市計画防災街区整備方針の変更（東京都決定） 

(1) 都市計画の案の理由書                 Ｐ．３ 

(2) 防災街区整備方針本編                 Ｐ．５～９ 

(3) 別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 Ｐ．10 

(4) 附図（防災再開発促進地区）              Ｐ．11～17 
（※（3）および(4)は、練馬区のみ抜粋。） 

 

６ 参考資料 

防災再開発促進地区の附図（新旧対照総括図）         Ｐ．19 





 
































